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17議員が市政を問う一 般 質 問 第１回定例会は、17人の議員から一般質問がありました。紙面の都合上、各議員が指定した質問事項とその答弁を要約して
掲載しています。詳細については、十和田市ホームページ内、会議録検索システム（６月掲載予定）をご覧ください。

中　尾　利　香
（自民公明クラブ）

問　防災に対する基本方針は。
答　災害時の被害を最小にする減災の考え方に
基づき、たとえ被災したとしても人命が失われ
ないことを最重視し、経済的被害ができるだけ
少なくなるよう、様々な対策を組み合わせて災
害に備えていくべきものであると認識していま
す。
問　災害時の非常食や日用品などの備蓄状況は。
答　市で備蓄している飲料水やアルファ化米な
どの非常食は、当市の災害発生直後の想定避難
者3,300人が３日間必要となる数量を備蓄し
ています。また、飲料水や非常食以外の備蓄物
資の主なものとして、発電機、毛布、段ボール
ベット、マットレス、紙おむつ、生理用品など
を備蓄しており、一定数を各避難所等に配備し
ています。
問　食料品や日用品などの供給に関する災害協
定は締結しているか。
答　災害時の応援協定については、現在42の
協定を締結しています。そのうち飲料水や食料、
日用品などの物資関係については、民間事業者
と12の協定を結び、優先的に供給してもらえ
ることになっています。また、他の自治体とも
水道や食料などの協定を締結しており、物資が
不足する際は迅速に提供してもらえる体制を整
えています。
問　十和田火山のような大規模災害時に中央病
院が被災し、医療や病院事業の継続が困難にな
った場合の対応は。
答　病院単独での対応には限界があることから、
国、県等が主導する医療支援の受入れや全国各
地の災害派遣医療チームＤＭＡＴによる災害救
助活動の実施、他の地域の医療機関等による協
力支援などにより医療の継続等を図ります。

問　小中学校の統合計画は。
答　市立小中学校における今後の望ましい教育
環境を推進するため、（仮称）市立小中学校適
正化等懇談会を設置し、市民の意見を聴取した
上で、適正規模と適正配置について検討してい
きたいと考えています。

問　十和田市の道の駅だからできる本市ならで
はの特色ある取組が必要と思うが、市の考えは。
答　全国の道の駅において、集客数増加のため
の様々な取組が行われていることから、他の事
例なども参考に、引き続き指定管理者とともに
様々なアイデアを出し合いながら、道の駅の魅
力向上に努めていきたいと考えています。

問　子ども食堂への市の支援についての考えは。
答　元気な十和田市づくり市民活動支援事業が
事業の立ち上げに活用できます。３年間の補助
事業終了後の支援については、子ども食堂を含
めた子供の居場所づくりの活動を促進するに当
たり、団体からの意見等を聞きながら、市の子
育て施策に取り組む中で、包括的に検討してい
きたいと考えています。

問　三本木霊園の今後の募集についての市の考
えは。
答　現在一般墓地の新規使用者の募集は、年に
１回の申込みとしています。しかし、ここ数年
は募集数に対し申込数が下回る状況が見られる
ほか、合葬墓の運用開始により、墓じまいをし、
一般墓地の区画を返還するケースもあり、空き
区画が増加していることから、令和６年４月か
ら通年で申込受付していきたいと考えていま
す。
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小山田　剛　士
（黎明親和会）

太　田　正　幸
（立憲農民クラブ）

問　物流の2024年問題への市の関わりは。
答　県と連携した融資制度の保証料補給を令和
６年度に予定しているほか、従業員の大型免許
取得などの事業者が負担した費用の助成を行い、
人材確保の取組を支援しています。全国的な課
題であり、市のみではその解決を図ることは難
しいですが、国等の動向を注視しながら、でき
る限りその対応に努めたいと考えています。
問　宅配ボックスの設置費用を補助しては。
答　現在は考えていませんが、国や県の動向、
今後の社会情勢を踏まえながら、必要に応じて
検討します。
問　街なかにオープン型宅配ロッカーを設置し
ては。
答　宅配業者から設置希望があった場合には、
検討したいと考えています。

問　地域猫の不妊去勢手術費を助成しては。
答　助成は考えていませんが、県動物愛護セン
ター等で実施している施策を市ホームページに
掲載し、周知したいと考えています。
問　動物の適正飼育への啓発は。
答　餌やふん尿の管理や周辺への迷惑防止など、
正しい飼育を行うよう、チラシや市ホームペー
ジで周知を図っています。

問　放課後等デイサービスの事業所数と利用児
童生徒数は。
答　提供事業所は11事業所で、令和５年12
月時点での利用者数は月平均152人となって
おり、待機児童はありません。
問　小中学校と事業所との連携は。
答　個人情報に配慮しながら、各事業所との調
整や情報の共有などを行っています。

問　本市は、自家用車がなければ生活が制限さ
れる自治体である。仕事や観光においても重要
で基礎となる地域間交通は、移住、観光などの
政策や各種事業へも大きく影響する。市外との
移動手段の確保など再構築へ向けた考えは。
答　県や関係市町村、事業者等と連携を図り、
市民が安心して移動できる広域交通ネットワー
クの再構築に取り組みたいと考えています。

問　市役所、中央病院、小中学校職場における
ハラスメント対策として、相談窓口を充実させ
る観点から、第三者相談員の配置や社外窓口を
設置する考えは。
答　第三者機関の県人事委員会、労働基準監督
署の総合労働相談センター、スクールカウンセ
ラーと県教育委員会への相談が可能であり、現
在のところ設置は考えていません。

問　中心市街地では、鳥類の排せつ物により、
歩道を歩くことに不便を感じる。市の対応は。
答　事業者に対し中央交番周辺の電線に鳥よけ
の工事を依頼し、３月以降実施の予定です。
問　商店街アーケードの老朽化対策の考えは。
答　所有者である商店街関係者において安全対
策を講じるべきものと考えています。

問　地震災害対策として、200か所以上ある
本市の土砂災害警戒区域は解消できないか。
答　市道沿線の区域では工事等に多額の費用を
要することから難しいものと考えています。
問　応急仮設住宅の設置計画は。
答　市独自の計画はありませんが、県のマニュ
アルを参考に８か所、約350戸分の用地を確
保しています。
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山　端　美樹子
（自民公明クラブ）
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